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Ⅰ 回答事業所の概要について

1.留意点

●本編は従業員の有無別にクロス集計したもので、サンプル数は「従業員あり」が 298、
「従業員なし」が 164 である。 

 ●アンケートの項目のうち、「従業員あり」と「従業員なし」を比較した場合に特徴がみ
られる項目のみ掲載している。  

2.業種

「従業員あり」は「建設・土木業」、「繊維関係製造業」、「その他製造業」の順に多く、
「従業員なし」は「小売業」、「建設・土木業」、「サービス業」および「不動産業」の順に
多い。

1.2 

1.8 

0.6 

1.2 

0.0 

12.2 

3.7 

4.3 

0.6 

12.2 

15.2 

7.3 

16.5 

0.6 

0.0 

3.0 

7.9 

1.8 

9.8 

0.7

3.7

1.3

2.7

0.3

5.7

6.0

8.4

0.7

2.7

19.5
2.7

9.1

3.0

2.0

3.7

10.1

3.0

14.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

無回答

その他

農業

運輸業

教育

サービス業（医療・介護除く）

医療・介護（サービス業除く）

飲食業

情報通信

不動産業

建設・土木業

卸売業

小売業

その他加工業

プラスチック加工業

繊維加工業

その他製造業

プラスチック製造業

繊維関係製造業

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

業種
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Ⅱ 経営状況、制度について

1.直前決算期の売上高

直前決算期（個人事業主は 2022
年）の売上高は、「従業員あり」が
「1000 万～3000 万円未満」、「1
億～3億円未満」、「500万～1000
万円未満」の順に多く、「従業員な
し」は「500 万円未満」、「500 万
～1000 万円未満」、「1000 万～
3000 万円未満」の順に多かった。

2.コロナ禍を経た足もとの売上高、経常利益の増減

（1）売上高

①売上高の増減 
コロナ禍を経た足もとの売上高の変化
をDI（※）でみると、「従業員あり」が
△38.3、「従業員なし」が△56.1 となっ
た。 
（※）DI＝「大幅に増加の割合」＋「やや増
加の割合」－「やや減少の割合」－「大幅に減
少の割合」 

3.7

0.0

0.0

0.0

1.8

7.3

4.9
21.3

22.6

38.4

2.0

5.4

3.0

7.4

21.5

13.4

10.4

22.1

10.4

4.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

10億円以上

5億～10億円未満

3億～5億円未満

1億～3億円未満

5000万～1億円未満

3000万～5000万円未満

1000万～3000万円未満

500万～1000万円未満

500万円未満

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）
（％）

直前決算期の売上高

コロナ前からの変化（売上高）

3.0

27.4

34.8

28.7

4.3

1.8

1.3

13.1

43.3

24.2

15.8

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

大幅に減少
（△30％超）

やや減少
（△5％超～△30％）

変わらない
（±5％以内）

やや増加
（5％超～30％）

大幅に増加
（30％超）

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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②増加要因（複数回答） 
増加要因は、「従業員あり」、「従業員なし」とも「販路・市場の拡大」が最も多かっ
た。 
③減少要因（複数回答） 
減少要因は「従業員あり」、「従業員なし」とも「コストの増加」と「販路・市場の縮
小」が上位項目だった。 

(2）経常利益

コロナ禍を経た足もとの経常利益の
変化をDI（※）でみると、「従業員あ
り」が △44.3、「従業員なし」が△
54.9 となった。 
（※）DI＝「大幅に増加の割合」＋「やや
増加の割合」－「やや減少の割合」－「大幅
に減少の割合」 

売上高増加の要因（複数回答）

10

20.0

0.0

0.0

10.0

0.0

10.0

20.0

10.0

10.0

40.0

9.3

9.3

1.9

3.7

18.5

22.2

7.4

5.6

20.4

7.4

42.6

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

同業他社の減少

施策の利用

新規事業

新製品・サービスの
開発・提供

業務手順・手法の見直し

人材確保・教育の成功

設備等の新設・更新

資金調達の成功

販路・市場の拡大

従業員あり（n=54)

従業員なし（n=10）

（％）

売上高減少の要因（複数解答）

10.8

10.8

1.0

3.9

2.0

15.7

12.7

11.8

12.7

41.2

35.3

2.4

8.9

11.9

3.0

2.4

11.3

11.9

11.9

5.4

48.8

42.3

0 20 40 60

無回答

その他

人材確保・教育の困難

資金調達が困難

事業所の縮小

同業他社との競争激化

事業範囲の縮小

販売単価の下落

設備等の老朽化

販路・市場の縮小

コストの増加

従業員あり（n=168)

従業員なし（n=102）

（％）

コロナ前からの変化（経常利益）

4.3

25.0

34.8

31.1

3.7

1.2

4.7

17.1

40.6

24.2

11.1

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

大幅に減少
（△30％超）

やや減少
（△5％超～△30％）

変わらない
（±5％以内）

やや増加
（5％超～30％）

大幅に増加
（30％超） 従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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3.燃料・エネルギーの高騰、仕入れ価格上昇、コスト増加の影響

(1）影響の程度

燃料・エネルギーの高騰、仕入れ価格上昇、コスト増加の影響については、「従業員あり」、
「従業員なし」とも「収益をやや圧迫」が最も多いが、「従業員あり」の方が 16.4 ポイント
高い。そのため、「収益を大きく圧迫」と「収益をやや圧迫」の合計は、「従業員あり」が
70.1％、「従業員なし」が 49.4％となり、収益面においては、「従業員あり」の方が厳しい状
況にあることがうかがえる。 

(2）価格転嫁の状況

前項設問 3．(1）で「収益を大きく圧迫」、「収益をやや圧迫」、「収益の影響は微小」と
回答した 421 事業所に、製品価格への転嫁について尋ねた。「ほとんど転嫁できず」と
「まったく転嫁できず」の合計は、「従業員あり」が 47.3％、「従業員なし」が 52.2％と、
どちらも半数を占めるなど、全般的な傾向の違いは見られなかった。 

11.0

3.7

36.0

39.6

9.8

4.7

1.0

24.2

56.0

14.1

0.0 20.0 40.0 60.0

無回答

その他

収益の影響は微小

収益をやや圧迫

収益を大きく圧迫

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

仕入価格上昇・コスト増加の影響

製商品価格への転嫁

15.7

24.3

27.9

16.4

10.7

5.0

10.3

21.7

25.6

19.9

19.2

3.2

0.0 10.0 20.0 30.0

無回答

まったく転嫁できず

ほとんど転嫁できず

多少転嫁

ある程度転嫁

ほぼ転嫁 従業員あり（n=281)

従業員なし（n=140）

（％）
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4.経営計画の策定状況

経営計画の策定状況については、「既に策定済み」と「策定予定なし」は「従業員あ
り」に多く、「策定予定なし」は「従業員なし」に多かった。 

5.月次決算の状況

月次決算の状況について、「行っている」と「今後、行う予定」は「従業員あり」に多
く、「予定なし」は「従業員なし」に多かった。 

経営計画の策定状況

7.3

55.5

30.5

6.7

5.4

38.9

44.0

11.7

0.0 20.0 40.0 60.0

無回答

策定予定なし

策定中・策定予定

既に策定済み
従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

月次決算の状況

5.5

57.3

15.9

21.3

3.4

38.3

17.4

40.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

予定なし

今後、行う予定

行っている

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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6.BCP(事業継続計画）対策の取り組み状況

BCP(事業継続計画）の取り組み状況については、「実施済」と「取組中または取り組む
予定」は「従業員あり」に多く、「予定なし」は「従業員なし」に多かった。 

7.インボイス制度の開始に伴う事業者登録や社内体制整備

インボイス制度の開始に伴う事業者登録や社内体制整備については、「実施済」は「従
業員あり」に多く、「予定なし」は「従業員なし」に多かった。 

BCP（事業継続計画）対策の取組状況

6.1

62.8

16.5

14.1

0.6

6.0

45.3

14.1

25.8

8.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

予定なし

知らなかったが取り組み
たい

取組中または取り組む予
定

実施済

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

インボイス制度の取組状況

4.3

34.1

7.9

37.2

16.5

2.0

16.8

3.7

38.3

39.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

予定なし

知らなかったが取り組み
たい

取組中または取り組む予
定

実施済

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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8.マニュアル、規定等の策定状況

(1）人材育成のマニュアル、仕組み

人材育成のマニュアル、仕組みについては、「従業員あり」、「従業員なし」とも「今の
ところ予定はない」が最も多かった。ただし、その割合は「従業員あり」の 58.7％に対
し、「従業員なし」は 85.4％だった。従業員がいない事業所はもとより、従業員がいる事
業所においてもマニュアルや仕組みの進捗は芳しくないことがうかがえる。 

(2）就業規則

 就業規則の策定状況については、「従業員あり」では半数近くが「策定済である」
が、「従業員なし」では 79.3％が「今のところ予定はない」となり、従業員がいない事業
所では、就業規則の整備は進んでいない。 

人材育成のマニュアル、仕組みの策定状況

11.0

85.4

3.0

0.6

3.4

58.7

23.2

14.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

今のところ予定はない

策定予定

策定済である

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

就業規則の策定状況

12.2

79.3

4.3

4.3

4.4

36.9

13.8

45.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

今のところ予定はない

策定予定

策定済である

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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(3）賃金規定

賃金規定の策定状況については、「従業員あり」では 4割近くが「策定済である」とす
る一方で、「今のところ予定はない」もほぼ同率存在する。なお「従業員なし」では 
81.1％が「今のところ予定はない」としており、従業員がいない事業所では、賃金規定の
整備は進んでいない。 

9.育児休暇、介護休暇の実施状況

(1）育児休暇

育児休暇の実施状況については、「従業員なし」（70.1％）はもとより「従業員あり」で
も 54.7％が「体制整備の予定はない」と回答するなど、全般的に整備は進んでいない。 

賃金規定の策定状況

11.6

81.1

3.0

4.3

4.4

38.3

17.8

39.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

今のところ予定はない

策定予定

策定済である

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

育児休暇への対応状況

23.2

5.5

70.1

0.6

0.6

0.0

9.7

2.0

54.7

10.4

7.7

15.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

無回答

その他

体制整備の予定はない

全体的な体制を整備中

女性の育児休暇等への対応は整備済。
男性は整備中。

体制をすでに整備
している

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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(2）介護休暇

介護休暇の実施状況については、「従業員なし」（73.2％）はもとより「従業員あり」で
も 57.4％が「体制整備の予定はない」と回答するなど、全般的に整備は進んでいない。 

介護休暇への対応状況

24.4

73.2

1.8

0.6

9.7

57.4

17.1

15.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

体制整備の予定はない

体制を整備中

体制をすでに整備
している

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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Ⅲ 雇用・採用について

1.直近 3年間の従業員の増減

直近 3年間の従業員の増減については、「従業員あり」では 51.7％が「変化なし」、
23.2％が「増加」、20.8％が「減少」と回答。「従業員なし」では、3年間に従業員が減少
した結果、「従業員なし」となった事業所が 4.3％あった。 

2.今後 2～3年で予定している新たな求人

（1）正社員

今後 2～3年で予定する新たな正社員の求人は、「従業員なし」では 78.0％が今後も求人
の予定がないと回答。「従業員あり」でも 42.6％は求人の予定がなかった。 

直近3年間の従業員の増減

3.0

92.7

4.3

0.0

0.0

4.4

0.0

20.8

51.7

23.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

従業員なし

減少

変化なし

増加

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

15.2

0.0

0.0

1.8

4.9

78.0

13.1

2.0

4.0

22.1

16.1

42.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

6人以上

4～5人

2～3人

1人

予定なし

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

今後2～3年で予定する新たな求人（正社員）
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（2）派遣社員・臨時・パート・アルバイト

今後 2～3年で予定する新たな派遣社員・臨時・パート・アルバイトの求人は、「従業員
なし」では、59.1％が今後も求人の予定がないと回答。「従業員あり」でも 34.6％は求人
の予定がない。 

3.インターンシップの実施状況

インターンシップの実施状況については、「従業員あり」、「従業員なし」に関わらず
「受け入れる予定はない」が大半を占めた。 

今後2～3年で予定する新たな求人(パート等)

29.3

0.0

0.0

3.7

7.9

59.1

28.9

3.4

4.0

19.1

10.1

34.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

6人以上

4～5人

2～3人

1人

予定なし

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

インターンシップの実施状況

10.4

86.6

3.0

0.0

3.7

79.5

9.1

7.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

無回答

受け入れる予定
はない

受け入れたいが
課題がある

受け入れている

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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4.採用・雇用に関する課題

採用・雇用に関する課題としては、「従
業員あり」、「従業員なし」とも「特にな
し」が最も多く、「従業員なし」ではその
割合が 64.0％を占めた。 

5.活用したい支援策

活用したい支援策については、「従業員
あり」、「従業員なし」とも「特になし」
が最も多く、その割合はいずれも過半数
を占めた。 

14.6

64.0

0.6

0.6

0.6

0.6

3.0

4.3

4.3

3.0

6.1

11.0

3.0

4.0

29.5

1.3

1.3

4.0

8.4

6.4

20.1

18.1

15.1

20.8

12.4

28.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

特になし

その他

事業縮小や廃業を視野に入れた時
の従業員の再雇用先確保

労働時間の折り合いがつかない

学校への求人ルートがない

給与面の折り合いがつかない

若者を採用したいが難しい

採用しても定着しない

人材の育成・教育

経験者を採用したいが難しい

繁忙期だけ人手が欲しい

求人しても応募がない

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

採用・雇用に関する課題（複数回答）

活用したい支援策（複数回答）

14.6

71.3

0.6

0.0

1.2

1.2

3.7

1.2

1.2

1.8

1.8

1.8

7.3

7.7

52.0

1.3

4.0

3.4

6.7

1.7

3.7

3.0

5.4

10.1

13.8

17.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

特になし

その他

育児・介護者の雇用継続の助成

Uターン・Iターン向け説明会

合同企業説明会

テレワークの環境整備の助成

障がい者の就労環境整備の助成

社会保険労務士等の専門家による
セミナー・相談会

インターンシップ

学生とのマッチング

若年者トライアル雇用

町による企業紹介

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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6.求人募集の際に利用したい先

求人募集の際に利用したい先は、「従業員
あり」は「ハローワーク」、「民間の求人サー
ビス」、「親族・友人・知人からの紹介」の
順、「従業員なし」は、「親族・友人・知人か
らの紹介」、「ハローワーク」、「取引先からの
紹介」の順だった。 

7.スポット雇用のニーズ

スポット雇用（※）については、「従業員あり」では「必要でない」が 50.7％を占める
ものの、「必要である」と「必要に応じて今後検討したい」の合計が 47.6％となってお
り、スポット雇用への一定のニーズがある。一方で、「従業員なし」では「必要でない」
が 64.0％を占め、スポット雇用のニーズは低い。 
（※）繁忙期などに、一時的に雇用すること。 

スポット雇用に関するニーズ

8.5

21.3

64.0

6.1

1.7

26.8

50.7

20.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

必要に応じて
今後検討した

い

必要ではない

必要である

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

求人募集の際に利用したい先（複数回答）

26.8

3.7

1.2

2.4

2.4

1.2

1.2

14.0

9.8

9.1

28.0

31.7

6.4

1.0

5.0

4.4

10.4

2.7

11.7

14.1

20.5

34.6

54.4

32.6

0.0 20.0 40.0 60.0

無回答

その他

就職イベント・合同企業説明会

ハローワーク以外の公的機関

人材派遣会社

取引金融機関からの紹介

大学、高校、専門学校からの推薦

取引先からの紹介

自社のホームページ、SNS

民間の求人サービス

ハローワーク

親族・友人・知人からの紹介

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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Ⅳ 企業の見通しについて

1.自社の今後 5年間の予定

自社の今後 5年間の予定については、「拡大す
る」と「現状維持」の合計が「従業員あり」は
66.5％であるのに対し、「従業員なし」では
42.1％。一方で「縮小する」と「廃業・譲渡予
定」の合計は、「従業員あり」が 9.4％、「従業
員なし」が 20.8％となった。 

Ⅵ 新たな取り組みについて

1.SDGsの取り組み状況について

「SDGs」の取り組み状況については、「取り組んでいる」、「取り組む予定である」、「知
らなかったが取り組みたい」は「従業員あり」に多く、「予定なし」は「従業員なし」に
多かった。 

SDGsの取り組み

8.5

59.8

7.9

12.8

11.0

4.4

45.6

11.7

20.1

18.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

予定なし

知らなかったが取り組み
たい

取り組む予定である

取り組んでいる

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

自社の今後5年間の予定

6.7

30.5

11.0

9.8

29.3

12.8

1.0

23.2

4.7

4.7

41.3

25.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

わからない

廃業・譲渡予
定

縮小する

現状維持

拡大する

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）
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2.健康経営の取り組み状況

健康経営の取り組み状況については、「取り組んでいる」、「取り組む予定である」、「知
らなかったが取り組みたい」は「従業員あり」に多く、「予定なし」は「従業員なし」に
多かった。 

3.デジタル化の取り組み状況

デジタル化については、「取り組んでいる」、「取り組む予定」は「従業員あり」に多
く、「予定なし」は「従業員なし」に多かった。 

健康経営への取り組み

11.0

63.4

9.8

6.1

9.8

4.7

36.2

25.5

11.1

22.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

無回答

予定なし

知らなかったが取り組み
たい

今後取り組む予定

取り組んでいる

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）

デジタル化への取り組み

9.8

56.1

18.9

15.2

4.4

37.6

31.2

26.8

0.0 20.0 40.0 60.0

無回答

予定なし

今後取り組む予定

取り組んでいる

従業員あり（n=298)

従業員なし（n=164）

（％）


